
 

１．事業の背景と目的 

 今後も増大が予想される空き家対策の市民ニーズの増加の状況にあって、京都市都市計画局まち再

生・創造推進室の一元窓口の維持及び本来業務への注力に寄与するため、空き家発生抑制に関連する

遺言、相続、成年後見制度、民事信託等の民事法、介護保険法や認知症等の高齢者福祉、民泊や税、

不動産等の周辺法知識など空き家問題に関する複数分野の専門相談員の知見を併せ持つ専門家として、

空き家対策コーディネーターの基準スキルを引き上げると同時に、空き家対策コーディネーターの窓

口駐在での継続的な相談実施体制の構築を図ることで、空き家対策自体のみならず、高齢者福祉や地

域問題を含む総合的空き家相談窓口として機能することにより、地域住民からの市窓口への相談・問

い合わせ等の前段階での解決、及び電話や窓口来訪の場での解決により、市職員が抱える業務の付帯

業務量の抑制、負担軽減を図るだけではなく、空き家問題に迅速的確に対応することを目的とする。 

 

２．事業の内容 

（１）事業の概要と手順 

〔概要〕 

京都府行政書士会の会員行政書士で構成する空き家対策コーディネーターが、京都市職員が実

施していた業務のうち、相談業務を含む初期対応等の情報収集・整理等の職権業務の事前対応を

行うと同時に、地域住民からの電話あるいは窓口来訪により寄せられる総合的相談の解決に向け

た対応を行う。 

〔手順〕 

 ① 市担当者と協議のうえ、相談員や専門家育成のための研修プログラム（相続・遺言、後見、

高齢者福祉、信託など９科目）を策定。 

 ② 研修プログラムに沿って研修会を１８回実施（同一内容を２回実施）し、志望者の中から

能力、実績等を考慮して５５人のコーディネーターを選抜。 

 ③ 京都市都市計画局まち再生・創造推進室窓口に２～３名のコーディネーターが駐在し、地

域住民からの電話あるいは窓口来訪による相談対応にあたる。 

 ④高齢者福祉に関する専門家団体と共同体制を構築し、相談員の支援を行う。 

 ⑤京都市担当窓口でのコーディネーター配置等を含む体制整備を行う。 

 ⑥コーディネーターの相談等支援に関する能力担保を目的とした資料『発展知識集』を作成・

配布。 

事 業 名 称 空き家対策コーディネーター相談体制拡充 

事 業 主 体 名 京都府行政書士会 

連 携 先 京都市 

対 象 地 域 京都市内 

事 業 の 特 徴 

・空き家対策コーディネーターの基準スキルの向上 

・窓口駐在での継続的な相談体制を構築 

・構築した相談体制は事業期間終了後も継続 

・市職員の負担軽減と、空き家問題に迅速的確に対応することを目的とする。

成 果 
・相談体制構築 

・発展知識集の作成 

成果の公表先 冊子作成による配布ならびに PDF の Web 公開 



表 1 取組フロー図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 役割分担表 

取組内容 具体的な内容（小項

目） 

担当者（組織名） 業務内容 

相談員や専門家の

研修・育成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検討会議の開催・運

営 

研修プログラムの取

りまとめ 

中川達也他1名

 

・検討会議を開催し、窓口駐在

に係る体制構築を図る。 

・研修プログラムの策定と取り

まとめを担当する。 

京都市 検討会議を開催し、窓口駐在

に係る体制構築を図る。 

研修資料の作成 

研修会の講師を担当

京都市 研修資料を作成し、研修会講

師を担当する。 

本多智一他7名 研修資料を作成し、研修会講

師を担当する。 

研修会の運営、広報

等を実施 

衣川道治 ・研修会参加者の取りまとめな

ど管理事務に関わる。 

・会員に向けて広報を実施す

る。 

中川達也他1名 研修会参加者の取りまとめなど

管理事務に関わる。 

井上愛子他 13

名 

研修会の運営を担当する。 

研修履修者の認定 中川達也他1名 研修履修者を確認し、修了認

定など管理事務に関わる。 

通常期 予備期 空き家 

実施 

取組ステップ 

空き家ステージ

⑥発展知識集作成
※継続的な窓口駐在による相談実施 

相談会・セミナーの実施 

①研修プログラムの検討 
②研修会の実施

③相談対応（窓口駐在） 

④専門家団体との共同体制構築 
⑤京都市窓口駐在の体制整備 提案 

相談 

対応 



本多智一他1名 研修履修者を確認し、修了認

定を担当する。 

地域の専門家等と

の連携体制の構築 

専門家団体との連携

体制構築 

衣川道治（京都

府行政書士会）

他 1 名 

京都府行政書士会と専門家団

体との相談会・セミナー開催に

係る連携を協議する。 

藤田昌輝（一般

社団法人コスモ

ス 成 年 後 見 サ

ポートセンター

京都府支部） 

京都府行政書士会と専門家団

体との相談会・セミナー開催に

係る連携を協議する。 

和田誠三（特定

非 営 利 活 動 法

人 京 都 府 成 年

後見支援センタ

ー） 

京都府行政書士会と専門家団

体との相談会・セミナー開催に

係る連携を協議する。 

京都市窓口駐在の体

制構築 

本多智一他4名 京都市窓口駐在の体制構築に

向けた協議を担当する。 

相談事務の実施 相談会・セミナー 本多智一他9名 相談会で相談に対応する。 

窓口駐在 水田 守他 54

名 

市担当課窓口に駐在し、相談

等に対応する。 

相談事務担当者の選

抜、配置 

衣川道治他2名 相談事務に係る担当者の選

抜・配置など管理事務に関わ

る。 

窓口駐在の管理 本多智一他3名 窓口駐在の管理事務を担当す

る。 

実施した取組の取

りまとめ・公表 

発展知識集の作成 植野正大 

 

・実施した研修資料や相談事務

における典型例などをとりまと

め発展知識集を編纂する。 

衣川道治 ・実施した研修資料や相談事務

における典型例などをとりまと

め発展知識集を編纂する。 

本多智一 ・実施した研修資料や相談事務

における典型例などをとりまと

め発展知識集を編纂する。 

・製本して関係機関に配布す

る。 

後藤明士 発展知識集の編集、校正、デ

ザイン、データ作成を担当す

る。 

 

 

 



表 3 事業実施スケジュール表

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
研修プログラムの検
討、取りまとめ
研修会の実施
専門家団体との共同
体制整備
京都市窓口駐在の体
制整備
相談会・セミナーの
実施
京都市空き家対策窓
口駐在の実施

取組公表 ④取組公表 発展知識集作成

ステップ
具体的な内容
（小項目）

令和元年度
取組内容

③相談事務
の実施

①相談員の
育成

②連携体制
の整備

相談実施

対応準備

 

 

（２）事業の取組詳細 

①相談員の育成 

空き家対策に関連する専門知識を有した相談員として、いかなる知識を有していることが求め

られるかの検討を行った。そこで、まずは京都市のまち再生・創造推進室空き家相談窓口に寄せ

られた過去の相談内容を遡って分析し、空き家相談における知識分野の内訳を抽出した。これら

に令和元年度の京都市の空き家対策事業の状況や計画を含め、相談員に必要な研修科目を「京都

市の事業」「空き家対策」「相続・遺言」「民法」「信託」「後見」「民泊」「高齢者福祉」「税法など

周辺法」の９分野に絞ることとした。 

相談員の育成においては、９分野それぞれの専門的相談に対応できる能力を併せ持つことを目

標として設定し、平成３０年度に創設した「京都市空き家対策コーディネーター」の基準となる

スキルを当該９分野の相談対応能力、とした。固定資産税の特例解除を中心とする京都市の事業

については京都市に講師の派遣を依頼、それ以外の８科目については京都府行政書士会が有する

専門相談員研修プログラムに準拠し、各分野の第一人者を講師に招いて研修を実施した。京都府

行政書士会をはじめ行政書士会は専門業務ごとに専門相談員育成プログラムや育成講座を有し

ていることが多く、本事業において空き家対策に求められる９分野中「京都市の事業」を除く８

分野については、内部の専門相談員育成プログラムにより対応することが可能であった。もっと

も、各講師には当該研修が空き家対策に向けられたものであること、④で発展知識集として取り

まとめ及び公表することを念頭に、本事業用にアレンジを行っての相談員育成研修を実施するこ

ととなった。かかるアレンジにおいて各講師からは特段の問題も指摘されず、空き家対策がそれ

ぞれの分野において検討されるべき課題として既に想定されていることが窺われた。 

２カ月半程度の期間で９回の研修を受講することを相談員候補者に求めるタイトなスケジュ

ールであり、９回１セットで全分野の受講をもって初めて相談員として要件を満たすものと設定

したため、１分野でも受講できないものがあると相談員として認定されない。そのため、９分野

全ての研修受講を現実的なものとするため、各２回同内容の研修を開催、同じ研修会２回のうち

いずれかを履修することを課して１８回（９分野×各２回）の研修会を実施する、研修運営担当



者も講義中は受講者として受講できる運営体制とする等、候補者を相談員として育成するため実

施運営上の工夫を要した。研修会は１分野１日（３時間～４時間程度）を原則としたが、一部２

日に亘るものが生じ、結果としてのべ３２時間程度の研修履修をもって相談員認定をすることと

なった。 

 

②連携体制の整備 

  連携体制を整備するにあたって、京都市との事前協議で重視したポイントは、独自の活動実績

があること、強い専門性を有すること、団体間が連携により相互補完及び相乗効果が期待できる

こと、全国展開している組織であり国内いずれの自治体においても、当該地域における同団体の

組織が同様の連携により類似の体制が構築できること、にあった。これらを満たす団体として、

一般社団法人コスモス成年後見サポートセンター、特定非営利活動法人京都府成年後見支援セン

ターとの連携体制を構築することとした。 

  京都市、一般社団法人コスモス成年後見サポートセンター、特定非営利活動法人京都府成年後

見支援センターとの連携は講師派遣と相談会・セミナーの共同開催を中心的課題とした。 

上記「①相談員の育成」の研修会においてもそれぞれの団体に対して講師派遣を依頼した。両

団体との間にはこれまでも一定の連携体制を構築しており、それぞれ京都府行政書士会の会員も

所属している。研修講師はそれらの者が担ったことから、団体相互における研修内容等の情報共

有についても併せて進めることができた。なお、講師謝金その他の事務手続きにおいて内部講師

として扱うことで簡便性も実現した。 

  京都市との連携体制の中心的課題は、研修会そのものよりも、かかる研修履修者を京都市都市

計画局まち再生・創造推進室の空き家相談窓口に常駐させる点にあった。増え続ける空き家問題

への対策に市職員の負担が過大になってしまっており、定型的・反復継続的な業務からの市職員

の解放、異動を前提とした市の人員配置とノウハウの定着・共有、総合的相談窓口の本格始動を

空き家対策コーディネーターの行政書士が窓口常駐することでいかに解決・実現するかの試みで

あり、モデル事業の成果は京都市でも引き継がれ、令和２年度以降長期継続する想定での事業モ

デル構築であった。両団体において、相互に責任者及び構成メンバーが変わった場合であっても

安定して維持継続が可能でなければならず、事業単体のみならず組織間の長期に亘る連携体制を

求められる。 

  運用上は、準公務員的立場と外部専門家たる行政書士の立場をどのように切り分けるのかがカ

ギとなった。窓口駐在する空き家対策コーディネーターは、全体的な勤務時の指揮命令系統を市

の担当者に委ね、市の勤務ルールや地方公務員法を前提とした従事ルールが適応されなければな

らないが、他方で行政書士の専門家としての顔も併せ持ち、市職員が立場上、市民に対して直接

回答できない内容について専門家として相談対応し回答すべき場面も想定される。ある意味で都

合よく２つの顔を切り替えることが最善であるが、市職員、空き家対策コーディネーター、市民、

及び本モデル事業を展開する他の自治体や団体にとっての明確性を仕組みとしていかに組み入

れるかに注意を払いながら整備を進めることとなった。 

 

③相談事務の実施 

  令和元年１０月１日より令和２年２月１４日まで、８時４５分～１７時３０分、全ての平日（計

８９日）に原則２名、週に１日程度で３名（期間中計１９７名）を配置し、京都市都市計画局ま

ち再生・創造推進室空き家相談窓口に駐在させ、相談対応を行った。令和元年１０月１日時点で

は上記「①相談員の育成」の研修は一部しか終了しておらず、履修見込み者により駐在担当者を

編成したが、全研修プログラム終了後においては、９分野全ての履修者のみでの編成を行った。 



  窓口に駐在した空き家対策コーディネーターは、電話・窓口での空き家に関する相談対応を行

い、いずれにおいても空き家対策コーディネーターが相談対応した案件については、個別に対応

報告書を作成し、市の管理職員に引継ぎ、市の管理職員が対応内容や引継内容についてクオリテ

ィコントロールを行う形で、市の担当職員に回すものとした。また、駐在業務担当の空き家対策

コーディネーターは、日報形式で当日の駐在業務についての報告を市及び全空き家対策コーディ

ネーターに対して行い、日々の業務に関する情報共有を行った。市の管理職員は、平常時は週に

１度、緊急時は都度で京都府行政書士会の管理担当者と協議を行い、運用の変更や周知について

情報共有と確認を取る形で運用を進めた。 

  令和２年２月２２日、京都市・京都府行政書士会共催で京都市役所前地下街「ゼスト御池河原

町広場」において無料相談会を実施した。京都府行政書士会相談員３０名の内、特別枠として空

き家対策コーディネーター１０名を配置、一般社団法人コスモス成年後見サポートセンターも協

力団体として相談員を配置した。京都市の門川大作市長をはじめ、局長以下市職員も激励に駆け

付けるなど、相談会としての意義もさることながら、組織間の連携の強さを内外にアピールする

機会にもなった。 

 

④取組公表 

 「①相談員の育成」の研修内容について各研修講師が執筆したもので、研修会における研修資

料をベースにしている。これを概要版として再編集するにあたり、文体や各記載項目の重要性と

記載のメリハリ、想定対象のイメージが全体を通して統一されるよう、少数の担当者により編集

作業を行った。冊子デザインについては平成３０年度モデル事業にて作成・公表している『空き

家対策基本書』と同一の担当者が別冊にあたる位置づけが明確になるよう作成した。 

 『空き家対策基本書 発展知識集』は、京都市が考える空き家対策に必要な知識である各分野

につき、京都府行政書士会が専門相談員育成プログラムとして実施している研修内容をコンパク

トにまとめたものとなっている。 

 本書の執筆においては、各分野の第一人者が担当していることももちろんであるが、京都市の

事業（特に固定資産税の住宅用地特例の解除）について、京都市担当者が研修当時は守秘義務が

かかった状態の研修内容を講義した内容を含めて編纂している点も特筆に値する。かかる箇所に

ついては、京都市都市計画局まち再生・創造推進室に協力を仰ぎ、編集内容や公開範囲について

調整を経た上での掲載となっている。 

 なお、編集に際し、研修プログラムの９分野のうち「空き家対策」については昨年度作成の『空

き家対策基本書』をテキストに行っており、発展知識集への収録は行っておらず、「京都市の事

業」は主題が固定資産税の住宅用地特例の解除であったことから、［第 7 章 税制］に振り分け

て構成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



図 1 『空き家対策基本書 発展知識集』目次 

 

（３）成果 

①相談員の育成 

 令和元年９月２４日～１２月１１日の期間で９分野の相談員育成研修を計１８回に亘って開

催し、初回は７４名が参加した。このうち、９分野全ての研修を履修し、京都市の確認を経て正

式に担当者となった者（令和元年度認定空き家対策コーディネーター）は６６名であった。これ

は京都府行政書士会会員の約７％にあたる。京都府行政書士会が府全域の組織であり、本事業が

京都市のみを対象としたものであることを考慮しても会員の空き家対策への関心の高さが伺え

る。 

 

②連携体制の整備 

一般社団法人コスモス成年後見サポートセンター、特定非営利活動法人京都府成年後見支援セ

ンターとの連携体制は、本事業以前も構築されていたが、より強固な連携体制となり、相互に研

修会を一部共通化して、次年度以降の空き家対策コーディネーター相談員育成研修を担当するこ

ととなった。 

 全ての平日に空き家対策コーディネーターを複数人常駐させるという、行政内部においても影

響の大きな連携の試みであったが、綿密な事前協議と都度の調整により、大きな混乱なく次年度

以降の基礎となる仕組みが稼働した。京都市都市計画局まち再生・創造推進室での窓口駐在は、

本事業の体制を基礎に次年度以降は委託業務として継続することが予定されている。その他、空

き家対策コーディネーターの半公的立場での活動機会について複数の具体案が検討されている。 

 

③相談事務の実施 

京都市では市職員の負担軽減の程度を図る意味を含め、市民に空き家対策コーディネーターの

駐在開始を告知せず運営開始したこともあり、窓口来訪者よりも電話での相談対応が中心となっ



た。相談内容の詳細は行政事務そのものであるため公表することができないが、空き家に関する

通報や相談、固定資産税の住宅用地特例の解除に関する相談、空き家を譲渡した場合の 3000 万

円特別控除に関する相談が多数であった。 

 

表 4 窓口駐在相談対応件数等まとめ 

窓口での相談対応 電話での相談対応 合計 

61 件 1,418 件 1,479 件 

 

 令和２年２月２２日実施の相談会では、新型コロナウイルスや雨天の影響が懸念されたが、

順番待ちが発生するほどの盛況であった（相談数等非公表のため掲載なし）。 

 

   写真 1 説明会会場     写真 2 説明会の様子 

  

 

④取組公表 

空き家対策コーディネーター育成資料『空き家対策基本書 発展知識集』（抑制編と課題辺編か

らなる全８６頁 7 章構成の冊子、Ａ４サイズ）が完成。空き家対策における相談員が持っておく

べき周辺知識・発展知識を概括的であるにせよ網羅しており、今後空き家対策に携わる相談員育

成のための教科書となることを想定して作成した。 

これまでも空き家対策が複合的課題であることは多く指摘されてきたが、『空き家対策基本書 

発展知識集』のように、専門性を分析的に集約し一冊にまとめた執筆物は少ない。 

ベースは京都府行政書士会の専門相談員育成プログラムの研修内容であるが、モデル事業にお

ける取組であるため、その後の展開を想定し、京都市以外の市町村における同様の取組において

も相談員の教科書となるよう、行政書士のみならず自治体職員や自治会長等の地域のリーダーも

対象としている。これを踏まえて文字の大きさ、デザイン等に工夫している。文字の大きさは地

域住民に紙資料を多く配布してきた経験上、高齢者から「字が小さく読みにくい」とクレームが

出ない１２ポイントを標準に大きな文字で作成。構成も「１見開き１テーマ」で統一し、各見出

しの内容は冊子の見開き（２ページ）にて完結するようまとめ、章ごとに色を変えて参照しやす

いデザインとした。 

もっとも、法律用語等の専門用語は相談員の回答における根拠及び説得性を補強するものとし

て必要であると考え、あえてこれを日常用語に直す等の対応は取らず、専門用語のまま記載を行

っている。そのため、全く法律に関わりのなかった者が教科書とする際には、行政書士等の専門

家による説明が付されることが標準になるものと思われる。 

配布は京都府行政書士会の他、京都市を通じて市内の自治体や空き家対策を行っている団体等

に配布される予定。 

 

 



図 2 『空き家対策基本書 発展知識集』表紙、裏表紙 

 

 

図 3 「空き家の発生抑制と高齢者福祉」（『空き家対策基本書 発展知識集』p.8～9） 

 



図 4 「相続人と相続分」（『空き家対策基本書 発展知識集』p.24～25） 

 

 

図 5 「隣接した空き家との関係」（『空き家対策基本書 発展知識集』p.62～63） 

 



図 7 「固定資産税の住宅用地特例解除」（『空き家対策基本書 発展知識集』p.80～81） 

 

 

３．評価と課題 

①相談員の育成（達成度 100%） 

京都市との事前の検討においては５５名の育成を目標としていたが、６６名の育成がなされた。

行政書士会をはじめ全国組織がこれまで空き家対策の枠組を意識することなく個別に行ってき

た専門相談員育成プログラムを空き家対策の名の下に再構成してメニュー化している点に特徴

があり、全国のあらゆる市町村で京都市が求める知識内容での相談員育成が容易に再現できる点

から、全国の市町村及び専門家にとっての空き家対策相談員の基準を示す効果が期待される。 

②連携体制の整備（達成度 100%） 

本事業のみならず、将来に向けての連携体制の基礎が構築でき、本事業での連携体制の継続の

みで従来の各組織の取組が有機的に連携し空き家対策を対象とした相乗効果を生む体制が構築

できた。各組織間において維持のみならず発展に向けた協議が継続しており、モデル事業として

の評価は満点と言ってもよい。 

課題としては、空き家対策は性質上確立された制度上で運用されているものではなく、時勢を

反映した柔軟な対応が常に求められる部分があり、規模の大きな組織による安定した運営体制の

確立それ自体が、運用硬直化による機能不全の原因とならないよう注意しなければならない点に

ある。 

 

③相談事務の実施（達成度 80％） 

 事業計画作成時から祝日構成が変わり、平日の日数が変動した他は予定通りの実施となった。 

市内部においても十分影響のあった取組であり、職員の負担軽減やノウハウの外部団体（京都

府行政書士会）との共有など、自治体の事業そのものに関するモデル事業としても機能した。 



課題として、研修を履修してもなお担当者ごとに相談対応能力にばらつきがあるため、スキル

の底上げや対応能力の高い担当者によるフォロー体制、職能制度の導入などの検討が必要となっ

た。 

 

④取組公表（達成度 80％） 

当初予定どおりの内容とページ数での作成となった。 

課題として、専門家育成プログラムの研修内容が多く、冊子にまとめるにあたり概要的な記載

となり、研修プログラムそのものを再現するには明らかに記載が不十分である点がある。空き家

対策の相談員が持つべき知識を網羅したものとして意義のある冊子とはなったが、これ一冊でＯ

Ｋというには内容が薄すぎる。全国の専門家団体がこれに沿って研修会等を実施することを期待

できるという意味においてはモデル事業らしい成果物と言えるが、本事業の当初の狙いとの関係

では足りない。 

 

４．今後の展開 

［空き家対策コーディネーター制度の維持発展］ 

  本事業は、京都市における空き家対策事業のうち職権業務の一部までを外部団体と連携して遂行

する新制度の開始となった。京都府行政書士会では、京都市との協力体制のもと、空き家対策コー

ディネーター制度を今後も継続して実施し、維持発展に努める。 

［空き家対策コーディネーター制度の全国展開の支援］ 

京都市は全国の市町村が空き家対策施策の手本とする先進地域であり、空き家対策コーディネー

ター制度のモデル事業としての意義は大きい。日本行政書士会連合会をはじめ全国の都道府県行政

書士会で本事業に沿った内容で自治体との連携がなされることが望まれる。全国の自治体と都道府

県行政書士会の協力体制による本モデル事業の展開に際しては、京都府行政書士会からノウハウの

提供や運用のコンサルティング、研修会の実施等による支援を行う。 

［地域に根ざした空き家対策専門家としての行政書士の一般化］ 

在野における空き家対策の専門家像が地域活動並びに地域のリーダーの支援である一方で、空き

家対策コーディネーターは、行政の役割の一部を担う半官的制度である。行政書士は空き家対策コ

ーディネーターとして行政並びに地域の信頼と経験を積み重ねつつ、独立した国家資格者個人とし

て地域に根ざした空き家対策の専門家として相談や依頼を獲得するきっかけとしなければならな

い。京都府行政書士会としてこの将来的なビジョンを念頭に人材育成や事業展開を進めていく。 
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